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1. はじめに 

 交通渋滞の軽減は今日の自動車社会における

重大な課題のひとつである．近年，国際的に研

究開発が行なわれている自動運転には，渋滞軽

減効果が期待されている． 

自動運転の実現には，車車間・路車間通信を

用いて走路環境を認識する「協調型システム」

と，車両に搭載されたカメラやセンサ等の機器

を用いて走路環境を認識する「自律型システ

ム」の両方を統合し，高度化する必要がある[1]．  

しかし，全ての車両が自動運転になるには 10

年以上の長い年月が必要となり，それまでは人

間が運転操作を行なう手動運転車両と機械が運

転操作を行なう自動運転車両の混在環境が生じ

る．混在環境では，協調型システムの恩恵を受

けられる車両が限られるため，期待されている

渋滞軽減効果が発揮されない可能性がある． 

本論文では，交通流シミュレーションによっ

て混在環境において自動運転車両と手動運転車

両の運転操作の違いから生じる問題点を明らか

にし，その解決手法として交差点進入支援方式

の提案と評価を行なう． 

2. 先行研究 

 先行研究[2]では，混在環境において自動運転

車両が協調型システムを用いた効率的な運転操

作を行なう場合，自動運転の普及率が上がるに

つれて渋滞軽減効果が得られることが示されて

いる． 

一方で，人間の運転者が自動運転車両の効率

的な運転操作を危険と感じた場合，急停止等の

危険回避操作を行なうことが想定される．先行

研究では，そのような場面を想定した場合，渋

滞軽減効果が低下することも示されている． 

現実には，人間に不安を与えてまで自動運転

車両が効率的な運転操作を行なうとは考え難く，

むしろ人間の運転者に不安を与えないような安

全に配慮した運転操作を行なうと考えられる． 

3. 混在環境のモデル化 

3.1. 道路モデル 

 道路モデルは優先道路と非優先道路が交差す

る無信号丁字路を想定する．各道路は左側通行

の片側 1車線である． 

3.2. 車両モデル 

 混在環境に存在する車両として，協調型シス

テムと自律型システムの両方を搭載しており全

ての運転操作を機械が行なう「自動運転車両」，

人間が全ての運転操作を行なうが車両が協調型

システムに対応しており外部から得た情報をも

とに運転支援を受けることができる「ITS 機器搭

載車両」，協調型システムと自律型システムの

いずれも搭載しておらず，従来通り全ての運転

操作を人間が行なう「ITS 機器非搭載車両」の 3

種類を定義する． 

本研究では，各車両の占有率を変更すること

で普及率による渋滞軽減効果の変化を確認する．

各車両の占有率を表 1に示す． 

3.3. 右左折判断モデル 

 交差点で右左折を行なう車両は自車と対向車

両の車間距離をもとに右左折可能かを判断する． 

対向車両の車速を v [km/h]，自車の交差点通過

にかかる時間を t [s]としたとき，人間の運転者は

式(1)で求められる値を用いて右左折判断を行う．

なお，x は各運転者が必要とする車間時間であり，

文献[3]をもとに 1.0 [s]から 3.5 [s]まで値が設定さ

れる． 

 ・・・(1) 

また，機械の運転者は自車がトラブルによっ

て急停止した場合にも，対向車が安全に停止で

きる車間距離を保ちながら右左折を行なう．  
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表 1 各車両の占有率 

自動運転車両 ITS搭載車両 ITS非搭載車両

A 0 0 100

B 20 20 60

C 50 20 30

D 80 20 0

E 100 0 0

パターン
割合[%]
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4. 混在環境で生じる問題 

 混在環境において生じる問題を明らかにする

ため，3 章で述べた道路モデルと車両モデルを用

いて交通流シミュレーションを行なった． 

 シミュレーションの結果を図 1 に示す．自動

運転車両が安全に配慮した運転操作を行なった

場合，機械と人間が右左折に必要とする車間距

離に差が生じ難くなり，自動運転による渋滞軽

減効果が期待できない．むしろ，人間より機械

の方が長い車間距離を必要とする場合もあり，

渋滞長が増加するとも考えられる． 

 ただし，自動運転が広く普及している場合に

は，協調型システムを利用して多くの車両が情

報を共有できる環境が整うとともに，人々が自

動運転の運転操作に慣れていると考えられるた

め，先行研究[2]で示されているような協調型シ

ステムを用いた効率的な運転操作による渋滞軽

減を安全に行なえるとも考えられる． 

一方，自動運転が市場に出てまもなく，また

は協調型システムによる情報の共有を行なう環

境が整っていない場合に，自動運転車両が安全

な運転操作を行ないつつ，交通渋滞を軽減する

ためには，新たな渋滞軽減手法が必要であると

考えられる． 

5. 交差点進入支援方式 

5.1. 提案手法の概要 

 自動運転車両と手動運転車両の混在環境では，

非優先車両が優先路への進入を円滑に行なえな

いことが主な渋滞発生原因となっていた． 

本研究では，自動運転普及期の片側 1 車線の

無信号丁字路において，非優先車両の優先道路

への進入を支援するため，自動運転車両が優先

道路の交通流を円滑に保ったまま前方車両との

車間距離を調節し，合流車両の進入を促すこと

で非優先道路の交通流の円滑化を図る手法の提

案を行なう．提案手法の概要を図 2に示す． 

5.2. 提案手法の評価 

 提案手法実装後の各道路の最長渋滞長の比較

を図 3に示す．自動運転車両の占有度が 50[%]を

超えた段階から渋滞軽減効果が現れた．また，

提案手法実装後には，優先車両が車間距離を調

整することによって優先道路である Road1 と

Road3での最長渋滞長が増加した． 

 今回のシミュレーションでは，合流車両の待

ち時間のみを優先度として利用したため，優先

道路の交通流に悪影響を与えるような場面が発

生したと考えられる．したがって，全体の交通

流を考慮したうえで本提案手法を導入できれば，

より高い効果が期待できる．また，自動運転車

両の占有度が高い場面では，効率的な運転操作

と本提案手法を組み合わせることで渋滞軽減効

果の向上が期待できる． 
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図 1 安全に配慮した車両モデルを用いた場合の 

最長渋滞長の比較 
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図 2 提案手法の概要 
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図 3 提案手法実装後の最長渋滞長の比較 
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